
ご
理
解
を
お
願
い
申
し
上
げ
ま
す
。

　
次
に
低
迷
す
る
産
業
振
興
対
策
、

と
り
わ
け
観
光
振
興
策
で
あ
り
ま
す
。

　
洞
爺
湖
町
は
、
サ
ミ
ッ
ト
開
催
を

通
じ
て
世
界
か
ら
大
き
な
評
価
を
い

た
だ
き
、
洞
爺
湖
と
い
う
ブ
ラ
ン
ド

名
が
確
立
し
、
広
く
発
信
さ
れ
て
お

り
ま
す
。

　
こ
の
知
名
度
を
生
か
し
た
取
り
組

み
や
誇
れ
る
自
然
環
境
と
環
境
へ
の

取
り
組
み
、
さ
ら
に
サ
ミ
ッ
ト
記
念

館
の
整
備
や
洞
爺
湖
・
有
珠
山
地
域

の
世
界
ジ
オ
パ
ー
ク
（
地
質
遺
産
）

登
録
、
入
江
・
高
砂
貝
塚
を
含
む
縄

文
遺
跡
群
の
世
界
遺
産
へ
の
登
録
な

ど
、
洞
爺
湖
周
辺
地
域
の
素
晴
ら
し

さ
や
価
値
を
さ
ら
に
高
め
、
国
内
外

へ
積
極
的
に
発
信
す
る
こ
と
に
よ
り
、

洞
爺
湖
町
の
活
力
に
つ
な
げ
て
い
く

こ
と
が
重
要
で
あ
り
ま
す
。

　
平
成
21
年
度
の
予
算
で
あ
り
ま
す

が
、
前
年
度
同
様
に
歳
入
不
足
に
よ

り
、
厳
し
い
財
源
対
策
を
余
儀
な
く

さ
れ
ま
し
た
。
こ
の
た
め
、
人
件
費

の
独
自
削
減
の
継
続
、
経
常
経
費
の

さ
ら
な
る
削
減
、
新
規
事
業
の
抑
制

を
図
り
、
緊
縮
予
算
と
し
て
編
成
し

て
お
り
ま
す
。

　
ま
た
、
平
成
19
年
に
策
定
し
た
公

債
費
負
担
適
正
化
計
画
に
基
づ
き
、

本
年
度
に
お
い
て
も
起
債
借
り
入
れ

事
業
の
抑
制
を
図
っ
て
お
り
ま
す
。

　
　
爺
湖
町
の
平
成
21
年
度
予
算
が

　
　
成
立
し
ま
し
た
。

　
一
般
会
計
、
各
特
別
会
計
、
企
業

会
計
を
含
め
た
予
算
総
額
は
、
１
０

６
億
１
千
３
５
２
万
円
で
、
前
年
度

当
初
予
算
額
１
１
８
億
８
千
９
２
６

万
円
に
比
べ
10
・
7
％
の
減
と
な
っ

て
い
ま
す
。

　
歳
入
の
主
体
で
あ
る
町
税
収
入
が
、

景
気
の
悪
化
に
よ
り
減
と
な
り
、
歳

出
で
は
、
前
年
比
大
幅
に
減
少
し
て

い
る
も
の
の
公
債
償
還
費
が
ピ
ー
ク

を
迎
え
、
非
常
に
厳
し
い
予
算
編
成

と
な
り
ま
し
た
。

　
一
般
会
計
当
初
予
算
は
、
66
億
４

千
９
８
１
万
円
で
、
前
年
度
当
初
予

算
額
77
億
７
千
97
万
円
に
比
べ
14
・

４
％
の
減
で
あ
り
ま
す
。
歳
入
に
お

け
る
町
税
、
地
方
譲
与
税
、
地
方
消

費
税
交
付
金
、
自
動
車
取
得
税
交
付

金
、
地
方
交
付
税
な
ど
を
合
わ
せ
た

経
常
一
般
財
源
は
、
町
税
の
減
な
ど

が
要
因
と
な
り
、
前
年
度
比
0
・
8

％
の
減
と
な
っ
て
い
ま
す
。
一
方
、

歳
出
に
お
け
る
人
件
費
、
扶
助
費
、

公
債
費
を
合
わ
せ
た
義
務
的
経
費
は
、

人
件
費
の
減
が
主
な
要
因
と
な
り
、

前
年
度
比
１
・
９
％
の
減
と
な
っ
て

い
ま
す
。
投
資
的
経
費
（
普
通
建
設

事
業
）
に
つ
い
て
は
、
前
年
度
比
72

・
４
％
減
と
な
っ
て
お
り
、
こ
れ
に

つ
い
て
は
、
魅
力
あ
る
観
光
地
づ
く

り
整
備
事
業
及
び
公
営
住
宅
建
設
事

業
が
終
了
し
た
こ
と
に
よ
る
も
の
で

あ
り
ま
す
。
ま
た
、
歳
出
削
減
を
図

る
た
め
引
き
続
き
経
常
事
務
経
費
、

各
公
共
施
設
の
維
持
管
理
経
費
の
削

減
、
特
別
職
、
議
会
議
員
報
酬
の
削

減
、
一
般
職
員
の
人
件
費
独
自
削
減
、

町
内
各
種
団
体
に
対
す
る
補
助
交
付

金
の
削
減
な
ど
に
取
り
組
む
こ
と
と

し
て
い
ま
す
。

　
し
か
し
な
が
ら
、
恒
常
的
財
源
不

足
の
解
消
は
な
さ
れ
て
い
な
い
こ
と

か
ら
、
歳
入
不
足
補
て
ん
の
た
め
財

政
調
整
基
金
、
減
債
基
金
か
ら
２
億

６
千
万
円
を
、
一
定
の
事
業
に
充
て

る
た
め
特
定
目
的
基
金
か
ら
６
千
60

万
円
の
基
金
取
り
崩
し
を
予
定
し
て

い
ま
す
。

　
今
年
度
本
格
施
行
と
な
る
地
方
公

共
団
体
の
財
政
の
健
全
化
に
関
す
る

法
律
に
よ
り
、
当
町
は
健
全
化
判
断

比
率
の
う
ち
実
質
公
債
費
比
率
に
よ

り
早
期
健
全
化
団
体
と
な
り
ま
す
が
、

実
質
公
債
費
比
率
の
低
減
化
は
も
と

よ
り
、
基
金
残
高
の
現
状
を
踏
ま
え
、

実
質
赤
字
比
率
若
し
く
は
連
結
実
質

赤
字
比
率
に
よ
る
早
期
健
全
化
団
体

入
り
回
避
に
向
け
、
更
な
る
行
財
政

改
革
に
取
り
組
ま
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
と
考
え
て
い
ま
す
。

　
今
後
、
財
政
健
全
化
計
画
策
定
の

基
本
方
針
と
し
て
、
現
在
実
施
し
て

い
る
事
務
事
業
評
価
の
結
果
に
加
え
、

収
支
均
衡
を
図
る
た
め
の
歳
入
確
保

策
、
歳
出
削
減
策
を
行
政
改
革
を
通

じ
て
示
し
て
い
き
ま
す
。

　
こ
の
た
め
、
町
民
の
皆
様
に
は
が

ま
ん
と
痛
み
を
強
い
る
施
策
の
提
示

が
予
想
さ
れ
ま
す
。
厳
し
い
現
状
と

今
後
の
財
政
運
営
に
よ
り
一
層
の
ご

理
解
と
ご
協
力
を
お
願
い
し
ま
す
。

予
算
の
あ
ら
ま
し

洞

３

サ
ミ
ッ
ト
開
催
を

　
地
域
づ
く
り
に
い
か
す

行
財
政
改
革
を
通
し
て

　
　
　
　
　
　
財
政
健
全
化
へ
　


